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──介護を行っている職員のアンケート調査から──
福祉社会デザイン研究科社会福祉学専攻博士後期課程 3年
山口　友佑
【抄録】
　1999 年の身体拘束禁止令の施行以降，介護現場における身体拘束は原則禁止になり，拘
束のない介護が行われることになっているが，2010 年度の全国調査において，未だに介護
現場において身体拘束が行われている実態が明らかになっており，介護現場から身体拘束を
廃止していくことは喫緊の課題となっている．
　そこで本稿では，職員の認知症高齢者の身体拘束に対する意識を明らかにし，今後の身体
拘束廃止について検討することを目的とした．対象は，調査協力を得た 3 施設で，実際に介
護に携わっている職員 155 名にアンケート調査を行った．
　結果として，身体拘束を必要であるという意識を持っている職員が存在していること，職
員が身体拘束を廃止するために，【人的補充による身体拘束にならない環境づくり】，【物的
整備による身体拘束にならない環境づくり】，【認知症の最新の知識の理解】【専門職として
の倫理の視点】，【専門職としての価値の視点】，【専門職としてのスキル向上】が必要である
と考えていることが明らかになった．
　この結果から，身体拘束を廃止していくためには，職員の身体拘束に対する意識改革，認
知症に関する知識・認知症ケアのスキル向上，身体拘束を行わない環境づくり，ケアに対す
る倫理・価値の理解，身体拘束を行わないスキル向上が身体拘束廃止に必要な取り組みであ
ると考えられた．
Keywords：認知症高齢者，身体拘束，職員意識，スキル向上，環境，利用者視点
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Ⅳ．まとめ
Ⅰ．はじめに
　日本では，1986 年に上川病院で行われた「縛らない看護」を始めとし，1998 年の「抑制
廃止福岡宣言」と介護および看護の現場から身体拘束廃止の取り組みが行われてきた．この
影響を受ける形で，1999 年 3 月に身体拘束禁止令（厚生省令）を発令し，国として初めて
身体拘束を原則禁止とした．その後 2000 年の介護保険法が施行され，第 87 条，指定介護老
人福祉施設の基準に基づく省令により，『指定介護老人福祉施設は，指定介護老人福祉サー
ビスの提供に当たっては，当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急
やむを得ない場合を除き，身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為を行ってはならな
い』とし身体拘束禁止を規定した．翌 2001 年，厚生労働省内に「身体拘束ゼロ作戦推進会議」
が発足され，推進事業として「身体拘束ゼロへの手引き」を発刊し，身体拘束禁止の対象と
なる具体的な 11 の行為の設定された．（厚生労働省：2001）2006 年に厚生労働省老健局が
発表した「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」が配布さ
れ，「高齢者が，他人から不適切な扱いにより権利を侵害される状態や生命，健康，生活が
損なわれるような状態に置かれることは許されるものではなく，身体拘束は原則としてすべ
て高齢者虐待に該当すると考えられる」とし，身体拘束を高齢者虐待と位置付けている．（厚
生労働省老健局：2006）
　国の法律によって介護現場における身体拘束を禁止してはいるが，実際の介護現場におい
ては未だに身体拘束が行われている実態が存在している．2005 年度に認知症介護研究・研
修センターが実施した身体拘束実態全国調査では，対象施設の約 60％の施設で身体拘束が
行われていることが明らかになっている．（認知症介護研究・研修仙台センタ ：ー2006）また，
2010 年度に全国抑制廃止研究会が行った身体拘束実態全国調査においても，調査対象施設
の 23.4％の施設でしか身体拘束を廃止できていないことがわかっている．（全国抑制廃止研
究会：2010）．身体拘束について高崎は「何らかの用具を利用して，利用者の自由な動きや
身体活動，あるいは利用者自身が自分の身体に通常の形で触れるのを制限する」行為（高崎：
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2006）と指摘しているが，国として身体拘束廃止が行われて約 10 年の年月が経過している
現在でも，介護現場おいて未だに行われている現実があることから，今後更なる身体拘束廃
止について考えていくことが喫緊の課題といえる． 
　本研究では，実際に現場で介護している職員の認知症高齢者に対する身体拘束に対しての
意識と認知症高齢者の身体拘束廃止に必要と感じている取り組みについて明らかに，今後の
認知症高齢者の身体拘束廃止について検討することを目的とする．
Ⅱ．調査結果
1．調査目的
　本調査は，介護現場における認知症高齢者に対して行われている身体拘束について，現場
で介護に携わっている職員がどのように感じているのか，認知症高齢者に対する身体拘束を
廃止するためには，どのような取り組みが必要と考えているのかを明らかにすることを目的
とした．
2．調査対象・方法
　X 県にある介護保険施設 3 施設（特別養護老人ホーム 2 施設，クループホーム 1 施設）X
県において，実際に介護に携わっている職員 155 名を対象とした．調査方法は，2009 年 7
月 1 日から 31 日までの期間で，各施設に対して質問紙を用いたアンケート調査を郵送法で
行った．
3．倫理的配慮
　本調査を行う前に，対象施設の代表者に，調査の主旨と内容を説明して賛同をいただき，
個人が特定されないこと，研究目的以外に使用しないことを明記した同意書を 2 部作製し，
署名と印鑑を押してもらい，お互いに控えをもつことにした．
4．分析方法
　分析対象は，アンケート調査において回答した職員 84 名の回答とする．（回収率 54.2%）
分析方法は，EXCEL と SPSS を用いて単純集計，クロス集計を行った．なお無回答は欠損
値として処理している．また，アンケート調査の中で得られた記述式回答においては，身体
拘束に関する文章を抽出し，切片化を行いコード化し，意味内容が類似しているコードを集
めて抽出度を高めることでカテゴリー化を行った．本文中では，大カテゴリーは【】，中カ
テゴリーは≪≫，記述された内容は＜＞で示すこととする．
5．結果概要
1）基本属性
　調査の回答者は「女性」が約 6 割，男性が約 4 割であった．回答者の現在の職種について
は，「ケアワーカー」が約 8 割であった．介護の経験年数については，「5 年未満」が 42 人，「5
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年以上」が 42 人であった．所有資格については「介護福祉士」が 46 人と一番多く，次に「訪
問介護士」39 人であった．（表 1）
2）職員の認知症高齢者に対する身体拘束への意識
　認知症高齢者に対する身体拘束についての意識を質問した結果，身体拘束が「必要である」
と回答した職員は，25 名（39.1％），「必要ない」と回答した職員は，39 名（60.9％）であっ
た．
　経験年数を 5 年未満（n=44）と 5 年以上 (n=44) に分け，意識についてクロス集計を行っ
た結果，5 年未満では，「必要である」と回答した職員は 10 名（51.7％），「必要ない」と回
答した職員は 14 名（48.3％），5 年以上では，「必要である」と回答した職員は 10 名（29.6％），
「必要ない」と回答した職員は 25 名（71.4％）であった．X2 検定を行ったが，有意差は見ら
れなかった．（表 2）
　身体拘束に対して，何故必要であるか・必要ないかを自由記述で質問した結果，「必要で
ある」に関しては【必要という認識】，【やむを得ない・仕方がないという認識】の 2 つのカ
テゴリー分けることができた．
　【必要という認識】は 8 コードで，≪利用者の安全≫，≪意識の問題≫，≪環境の不備≫
という 3 つのカテゴリーに分けることができた．≪利用者の安全≫は 3 コードで，＜安全を
考えてのことであればよい＞，＜利用者に危害が加わるのであればよい＞，＜現場で安全保
障が保てない＞という回答が抽出できた．≪意識の問題≫は 3 コードで，＜必要最小限の「拘
束」は必要＞，＜絶対にしてはいけないとは思わない＞，＜全ての拘束を廃止していくこと
は不可能＞という回答が抽出できた．≪環境の不備≫は 2 コードで，＜職員の定員数など環
境が充実していない＞，＜見守りにも限度＞という回答が抽出できた．【やむを得ない・仕
方がないという認識】は 21 コードで，≪転倒・転落の危険≫，≪利用者の安全≫，≪人員
不足≫，≪環境の不備≫，≪緊急時≫，≪意識の問題≫の 6 つのカテゴリーに分けることが
できた．≪転倒・転落の危険≫は 2 コードで，＜転倒、事故防止のためならやむを得ない＞，
＜転倒・転落のことを考えると仕方がない＞という回答が抽出できた．≪利用者の安全≫は
3 コードで，＜安全を守るためには仕方がない＞，＜利用者の安全を守る上ではやむを得な
い＞，＜安全のために必要ならば仕方ない＞という回答が抽出できた．≪人員不足≫は 4 コー
ドで，＜施設対職員数の関係上仕方がない＞，＜夜勤帯とか夜勤者が 1 人で対応しなければ
ならない時はやむを得ない＞などの回答が抽出できた．≪環境の不備≫は 1 コードで，＜と
ても悲しいことだと思うが、そうせざるをえない状況になっている＞という回答が抽出でき
た．≪緊急時≫は 3 コードで，＜治療目的の短時間の場合には仕方がない＞，＜緊急やむを
得ない＞，＜生命の危険とリスクがあればやむを得ない（家族の了解を得る）＞という回答
が抽出できた．≪意識の問題≫は 8 コードで，＜基本はいけないが、どうしてもというとき
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は仕方がないと思う＞，＜基本はいけないが、どうしてもというときは仕方がないと思う＞
などの回答が抽出できた．
　「必要ない」に関しては，34 コード抽出でき，【利用者・専門職からの視点】，【人権から
の視点】の 2 つのカテゴリーに分けることができた．【利用者・専門職からの視点】は，26 コー
ドで，≪専門職としての視点≫，≪利用者への悪影響≫，≪職員への悪影響≫の 3 つのカテ
ゴリーに分けることができた．≪専門職としての視点≫は 15 コードで，＜身体拘束はあり
えない＞，＜プロの介護士として恥ずべき行為＞などの回答が抽出できた．≪利用者への悪
影響≫は 8 コードで，＜利用者のためにということとが逆のことをしている＞，＜苦痛を与
える＞などの回答が抽出できた．≪職員への悪影響≫は 3 コードで，＜職員間にも自然と苦
しみや精神的にもつらくなる＞，＜介護する側の負担が増える＞，＜介護量が増える＞とい
う回答が抽出できた．【人権からの視点】は 8 コードで，≪利用者の尊厳の無視≫，≪利用
者の人権の無視≫，≪利用者の自由を奪う≫の 3 つのカテゴリーに分けることができた．≪
利用者の尊厳の無視≫は 3 コードで，＜目上の方に対して行うのはあり得ない行為＞，＜同
じ人間が人生の先輩である人間に対して行うとても悲しい行為＞，＜一人の人として生活し
ていくには良くないこと＞という回答が抽出できた．≪利用者の人権の無視≫は 3 コードで，
＜人権侵害である＞，＜人権無視、真剣に考えていない＞，＜仕方がないと思っている事が
本人の人権を無視するような事＞という回答が抽出できた．≪利用者の自由を奪う≫は 2
コードで，＜なるべく利用者の自由を奪うような拘束をなくしてほしい＞，＜その方の自由
をうばっている＞という回答が抽出できた．
　以上のことから，身体拘束を必要であると認識している職員に関しては，絶対に必要であ
るということではなく，基本的にはいけないことではあるが，利用者の安全や職員の不足，
環境の不備などで仕方がないものであるという認識が強いことが考えられる．また，必要で
ないと認識している職員に関しては，ケアを行う専門職として，身体拘束はいけないもので
あるという認識，身体拘束を行うことが，利用者にとっても職員にとっても悪影響を与える
行為であるという認識，身体拘束をすることが，利用者の人権や尊厳をしんがいする行為で
あるという認識，また自由と奪ってしまうという認識から，身体拘束が必要ないと感じてい
ると考えられる．（表 3）
3）現場職員が感じている今後認知症高齢者の身体拘束廃止に必要な取り組み（表 4）
　今後認知症高齢者に対する身体拘束を廃止していくためにどのような取り組みが必要にな
るのかを自由記述式方式で回答していただき，その結果を分析した結果，【人的補充による
身体拘束を行わない環境づくり】，【物的整備による身体拘束を行わない環境づくり】，【認知
症の最新の知識の理解】，【専門職としての倫理の視点】，【専門職としての価値の視点】，【専
門職としてのスキル向上】という 6 つのカテゴリーに分けることができた．
─ 144 ─
　【人的補充による身体拘束を行わない環境づくり】は 9 コードで，《マンパワーの増加》，《職
員が安心して働ける環境づくり》の 2 つのカテゴリーに分けることができた．《マンパワー
の増加》は 4 コードで，＜スタッフを増やし，目の届くケアをしなければならない＞，＜介
護する人が増えればいくらでも対応できると思う＞などの回答が抽出できた．《職員が安心
して働ける環境づくり》は 5 コードで，＜職員の就業環境の充実＞，＜勤務体制などの見直
す＞などの回答が抽出できた．
　【物的整備による身体拘束を行わない環境づくり】は 15 コードで，《職員連携の確保》，《安
全に生活できる環境づくり》の 2 つのカテゴリーに分けることができた．《職員連携の確保》
は 10 コードで，＜共通理解をしていく＞，＜どの状況で身体拘束をおこなっているのか実
例の把握＞などの回答が抽出できた．《安全に生活できる環境づくり》は 5 コードで，＜リ
スク管理を十分に行う＞，＜事故防止に努める工夫＞などの回答が抽出できた．
　【認知症の最新の知識の理解】は 5 コードで，《認知症に関する倫理》，《認知症ケアのスキ
ル向上》の 2 つのカテゴリーに分けることができた．《認知症に関する倫理》は 3 コードで，
＜介護に携わる人が認知症高齢者への理解を深める＞，＜介護者が認知症高齢者の気持ちを
考える＞，＜認知症高齢者に関する知識を深める＞という回答が抽出できた．
　《認知症ケアのスキル向上》は 2 コードで，＜認知症ケアを学ぶこと＞，＜認知症を正し
く理解し，勉強すること＞という回答が抽出できた．
　【専門職としての倫理の視点】は 15 コードで，《利用者主体》，《身体拘束に関する知識》
の２つのカテゴリーに分けることができた．《利用者主体》は 11 コードで，＜利用者の立場
に立った介護をしていく＞，＜やっているなどの自己中心的な考えを持たない＞などの回答
が抽出できた．《身体拘束に関する知識》は 4 コードで，＜身体拘束をする事での悪影響を
考えていく＞，＜身体拘束についての見識を広める＞などの回答が抽出できた．
　【専門職としての価値の視点】は 8 コートで，《人権尊重の視点》，《意識変化》の 2 つのカ
テゴリーに分けることができた．《人権尊重の視点》は 2 コードで，＜個々の生活を尊重し
た介護＞，＜人権や尊厳を持ち暮らすよう生活について考える＞という回答が抽出できた．
《意識変化》は 6 コードで，《職員一人一人が意識して拘束をしないような介護をするよう心
掛ける》，《職員の意識の向上》などの回答が抽出できた．
　【専門職としてのスキル向上】は 6 コードで，《援助技術スキルの向上》，《職員の教育機会
の確保》の 2 つのカテゴリーに分けることができた．《援助技術スキルの向上》は 2 コードで，
＜心にゆとりを持って接する＞，＜コミュニケーション能力＞という回答が抽出できた．《職
員の教育機会の確保》は 4 コードで，＜教育の機会を持っていく＞，＜他施設との交流の中
で議論したり，伝え合っていくこと＞などの回答が抽出できた．
　以上のことから，認知症高齢者に対する身体拘束をなくすためには，職員の確保などを行
い，職員が安心して援助が展開できる環境を作ること，職員がお互いに連携し，利用者が安
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心して生活が送れる環境を提供していくこと，専門職として必要な倫理，価値，スキル，認
知症の知識などを身につけることが必要であると考えられる．
Ⅲ．考察
　以上の調査結果をもとに，介護現場における認知症高齢者への身体拘束廃止に必要な取り
組みについて考えていくことにする．
1）職員の身体拘束に対する意識改革
　アンケート調査結果より，職員の身体拘束に対する身体拘束に対して，約 7 割の職員は「必
要ない」と意識していたが，約 3 割の職員は「必要である」と意識していることが，明らか
になった．身体拘束廃止に必要な取り組みについては，職員一人一人の意識の改善や身体拘
束を虐待行為と認識するなど，職員の【意識改革】が必要であると考えていることも明らか
になっている．　
　以上の結果から，身体拘束を廃止していくための取り組みの１つとして，職員が身体拘束
に対して，どのような行為であるのか，なぜ身体拘束がいけないのかということをしっかり
と理解し，身体拘束はいけない行為であるということを意識することが重要であると考えら
れる．
　荒木らは，身体拘束を廃止するための具体的な取り組みとして，身体拘束に対する職員の
意識改革が必要であることを指摘している．（荒木，松田，櫻井：2006）また吉川らは，「身
体拘束を廃止するには，『一切行わない』という決断を行い，施設全体の方針として採用さ
れることが最も効果的である」と指摘している．（吉川，阿部，加藤，矢吹，浅野：2007）
2010 年度の全国抑制廃止研究会が行った全国調査においては，身体拘束を一切行わない方
針にしている施設は，2 割程度しかなく，何らかの理由で身体拘束を行うことになっている
施設が多い実態が明らかになっている．（全国抑制廃止研究会：2010）
　このように，身体拘束に対して職員一人一人の意識を変化させていくことは重要なことで
あるが，まずは，施設全体が身体拘束という行為に対して明確な意識を持つことが重要であ
ると考えられる．身体拘束をすることによって利用者に対し，どのような弊害を与えてしま
うのか，身体拘束は不適切なケアであり必要でない援助技術であるという意識を施設全体で
認識し，そして職員一人一人に認識させていくことが重要である．
2）認知症に関する知識・認知症ケアのスキル向上
　アンケートの結果より，認知症高齢者のことを理解することなどの≪認知症ケアに関する
倫理≫，認知症についての正しく理解するなどの《認知症ケアのスキル向上》など，身体拘
束を廃止していく上で，【認知症の最新の知識の理解】が必要であることが明らかになった．
　認知症高齢者は今後も増加していくことが予想される．「高齢者介護研究会報告書『2015
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年の高齢者介護』」によれば，「何らかの介護・支援を必要とする認知症がある高齢者」は，
2015 年には約 250 万人，2025 年には約 323 万人，2040 年にはピークで 385 万人と推測され
ている．（厚生労働省：2003）また，認知症高齢者の介護保険施設への入所状況も増加傾向
にある．「平成 22 年度介護サービス施設，事業者調査結果の概要」によれば，平成 22 年 10
月現在，介護保険施設の認知症高齢者の入所状況を見てみると，介護老人福祉施設では
96.4％，介護老人保健施設では 95.0％，介護療養型医療施設では 96.8％と，各施設とも認知
症高齢者の入所率は高いことが明らかになっている．また入所している認知症高齢者の日生
生活自立度のランクⅢ以上の割合は，介護老人福祉施設では 71.9％，介護老人保健施設で
54.5％，介護療養型医療施設では 83.9％と，各施設とも半数以上の利用者が日常生活に支障
があり，意思疎通が困難な状態であることが明らかになっている．（厚生労働省：2011）全
国抑制廃止研究会が行った全国調査において，身体拘束をされている認知症高齢者を日常生
活動作のランク別に集計しており，ランクⅢ，Ⅳの認知症高齢者，すなわち意思疎通が困難
な利用者が身体拘束を受けていることが明らかになっている．（全国抑制廃止研究会：2010）
　このように現状の介護現場の状況は，入所している利用者はほとんどが認知症高齢者であ
り，その中でも，特に日常生活に支障があり，意思疎通すなわち意思決定が困難な利用者が
身体拘束を受けているという現実があることから，職員一人一人の認知症高齢者に対するケ
アのスキルを向上させていくことが身体拘束廃止には必要であると考えられる．渡辺は認知
症と身体拘束の関係について「転倒の危険防止，座位姿勢の維持・ベッドからの転落防止・
徘徊・混乱・暴力・おむついじり等に対して，身体拘束をしないで介護する知識と技術をど
れだけ知っているか，とくに痴呆症介護について私たちは学ぶ必要がある」（渡辺：2002）
と主張しており，職員が認知症ケアを身につけていくことが重要であることを指摘している．
今井は認知症ケアについて，認知機能障害と BPSD のケアであり，認知症の人の意思決定
や選択の代諾に深くかかわっていくことであることを主張している．（今井：2008）その人
が徘徊などの行動いわゆる BPSD が起きる背景は何であるのか，そして認知症高齢者の方
が何を物語っているのか，何を訴えようとしているのかを，職員が汲み取り，それを実現し
ていくことが求められる．BPSD について野村は，「その不安や戸惑いが呼び起こす思いを
相手に伝えるためのメッセージでもある」と主張している（野村：2008）
　今後，認知症高齢者の増加が推測されている中で，施設に入所する利用者も認知症高齢者
が増え，日常生活に支障を生じており，意思疎通の困難な利用者の入所も増加してくること
が考えられる．その状況の中で，徘徊などの行動が危険なために身体拘束をするのではなく，
徘徊という行動によって発せられる利用者の思いやメッセージをしっかりと理解できるスキ
ルを職員一人一人が身につけることが身体拘束廃止の取り組みには必要になってくると考え
られる．
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3）身体拘束を行わない環境づくり
　アンケート結果より，《利用者の安全》《転倒・転落の危険》，《人員不足》，《環境の不備》が，
身体拘束が【必要であるという認識】もしくは【やむを得ない・仕方がないという認識】に
結びついていることが明らかになった．身体拘束廃止に必要な取り組みについては，職員の
確保などの【人的補充による身体拘束を行わない環境づくり】，利用者が安心して生活を送
れるようにするなどの【物的整備による身体拘束を行わない環境づくり】が必要であること
が明らかになった．
　以上の結果から，身体拘束を無くしていく取り組みとして，施設全体で身体拘束を行わな
い環境づくりを実践していくが重要であると考えられる．
　身体拘束を行わない環境を実践するに当たってまず必要なこととして考えられることは，
身体拘束を行わないことによって起こる転倒事故や転落事故に対するリスクに対する取り組
み，すなわちリスクマネジメント体制を構築き，利用者が安心して生活できる空間を作って
いくことである．調査結果では，職員は基本的には身体拘束が必要ないという認識を持って
はいるものの転倒などによる危険性の回避や利用者の安全を確保するということから仕方が
なく身体拘束を行うことが必要であるという認識になってしまっていることが明らかになっ
た．転倒・転落により，利用者が骨折などのけがを負い，利用者の生活の質は低下してしま
い，その後の生活に支障が出てしまう可能性があり，それを防ぐために身体拘束を行うとい
うのが現状である．しかし身体拘束を行うことは行動を制限することになり，また利用者の
生活の質の低下にもつながる．すなわち転倒・転落の事故を回避するための身体拘束でも利
用者の生活の質は低下することに繋がると考えられる．このことから，身体拘束を行わずに
転倒・転落のリスクを回避するためにリスクマネジメントの取り組みが必要であると考えら
れる．リスクマネジメントについて柴尾は，「リスクを予知し，予想される損失とそのコス
トの見積もりを立て，リスクの現実化，つまり事故発生（アクシデント）を予防する，「予知，
予想（予測），予防」の機能が最も重要である」ことを主張している．（柴尾：2002）何故利
用者が転倒・転落を起こしてしまうのかという要因をしっかりと分析をし，その要因に対し
てどのような取り組みが必要になってくるのかを施設全体で明確にし，利用者が持っている
リスクに対して，未然に対処するリスクマネジメントの体制を作ることが，身体拘束を行わ
ない環境づくりの一歩であると考えられる．
　2 つ目として考えられるのが，介護職員の充実と職員の連携体制の構築であると考えられ
る．本調査において，身体拘束が必要な理由として，介護職員の人手不足が挙げられており，
また多くの調査研究においても人手不足を理由に身体拘束が行われていることが明らかに
なっている．現在，介護現場では深刻な介護職員不足が問題となっている．平成 23 年度の
介護労働実態調査では，1 年間の介護職の採用率は 21.0％に対し，1 年間の離職率は 16.1％，
3 年未満の離職率は約 7 割と，あまり介護現場では人手が定着していないことを物語ってい
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る．（介護労働安定センター：2012）このように現在の介護現場では，介護職離れが進んで
いる現状が存在しており，そのことが原因で，利用者に対して不適切なケア＝身体拘束を行っ
てしまっているのであれば，マンパワーを充実させ，身体拘束を行わない環境を作っていく
ことは重要であると考えられる．しかし，マンパワーを増加され，利用者に対して見守ると
いう環境を整えたといっても，必ずしも利用者の安全が確保され、身体拘束を行わないこと
には繋がらない．職員の目の行き届かないところで徘徊行動による転倒やベッドからの転倒
になどが起きる可能性はある．では，この場合どのようにして身体拘束をせずに利用者の安
全を守ることができるのか．その一つとして職員間の連携が重要な役割であると考えられる．
施設は利用者に対して生活の場を提供している以上，利用者が安心して生活できる場を作っ
ていくことは重要な責務であり，そこで働いている専門職に対しても同じことがいえる．松
本は，施設で働く専門職員の責務として「専門職である看護・介護職には，この生活上の危
険を回避する責務がある」と主張しており，専門職には施設内にあるリスクを回避し，利用
者が安全で暮らせる空間を提供する責務があることを指摘している．（松本：2009 － 2010）
利用者が生活していく中で，危険性がない生活空間を提供するためにも，職員一人一人が利
用者にとってどのような状態であり，危険であるのかを意識することはもちろんであるが，
その考えを他の専門職と共有し，お互いに連携し，協力していくことも重要なことである．
そのためにも，ケースカンファレンスや身体拘束廃止委員会など，職員同士が情報を共有で
きる機会を増やし，利用者が安心して生活できる場を提供していく取り組みが必要である．
そのことが身体拘束を行わない環境づくりにも繋がってくるのではないかと考えられる．
　3 つ目として考えられるのは，職員が安心してケアを提供できる空間を確保することであ
ると考えられる．アンケート調査結果より，身体拘束をなくす取り組みの中で，《職員が安
心して働ける環境づくり》が必要であることが明らかになった．身体拘束を行うことは，利
用者に対して「身体的・精神的・社会的に弊害がある行為」（厚生労働省：2001）であるこ
とが指摘されているが，身体拘束を実施する側すなわち施設職員に対しても，身体拘束をす
ることによって増える介護負担すなわち身体的弊害，身体拘束をしてしまっているという精
神的弊害，身体拘束をしているというレッテルを張られてしまう社会的弊害というふうに同
じことが言えると考えられる．身体拘束を行うことは，職員の気持ちの部分で悪影響を与え
てしまう恐れがある．職員が安心して働くことができ，利用者に対して最善のケアを提供す
ることができるためにも身体拘束の無い環境を作っていくことが必要になると考えられる．
4）ケアに対する倫理・価値の理解
　アンケート調査結果より，介護士してありえない行為である，利用者のためにということ
と逆の行為であるなどの【利用者・専門職からの視点】，利用者の人権を無視しているなど
の【人権からの視点】から必要ないと思っていることが明らかになった．また，身体拘束を
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廃止する取り組みとして，《利用者主体》，《身体拘束に関する知識》という【専門職として
の価値の視点】，《人権尊重》などの【専門職としての価値の視点】を持つことが必要である
と考えていることが明らかになった．
　このことから，身体拘束を廃止していくことにためには，専門職として働いている職員が，
ケアに対する倫理，価値の考えを理解することが必要であると考えられる．
　1 つ目として考えられる取り組みとして，利用者視点でケアのあり方を考えるスキルを身
につけることである．上記で述べたように身体拘束が行われている利用者は，意思決定が困
難な認知症高齢者である．身体拘束が行われている理由としては，やむを得ないなど施設側
の都合によって行われているケースが多く，利用者側の意向といっても意思決定が難しい認
知症高齢者であるならば本人は意思表示することは難しく，ほとんどは利用者家族の意向で
ある．意思決定が困難な認知症高齢者であっても，人権を侵害する身体拘束を自ら選択する
ことはないだろう．利用者本人が身体拘束ではなく，どのようなケアを求めているのかを理
解できることが必要である．しかし，意思疎通の困難な認知症高齢者が何を求めているのか
を読み解くことはなかなか難しいことである．この点について岡田は，「自己決定を表現す
ることが非常にむずかしい認知症の人であっても，アセスメントで得られた情報を基に，そ
の人が希望する可能性のあることを推測しながら，その人を尊重する姿勢でケアやサービス
提供を行うことが望まれる」と主張している（岡田：2008）また加藤は，「内的世界でその
人が何を考え，なにをしようとしているのかをよくアセスメントしたうえで対応策，つまり
ケアプランを考えていかなくてはならない」と述べている（加藤：2008）意思決定が困難な
利用者でも，一人ひとり考えていることや求めているものは違っており，すべての人に同じ
ケアは当てはまらない．今までの状況や状態の中で何を求めているのか，利用者が，何を意
識し何を求めているのかを利用者一人ひとりの視点に立って汲み取ることが必要である．そ
のためにも，まずは職員が利用者の視点に立ってアセスメントをする力を身につけ，利用者
が何を望んでいるのかを把握することが重要であると考えられる．そのことにより，利用者
視点でのケアを考えるスキルを身につけることにも繋がり，また身体拘束を廃止することに
も繋がってくると考えられる．
　2 つ目として，身体拘束がどのような場合であっても，人権を侵害している行為であると
いうことを理解することである．身体拘束を行うことにより，利用者は自分の意志で自由に
動くことができない状態になり，動くことによって表現できる自己実現を損害してしまうこ
とになる．身体拘束を行うことによる自己実現の侵害について山本は，「高齢者は自己の自
由な行動をすることにより，自分の目的とする活動を実現し，自己の思い通りの生活を実現
し，満足を得る．しかし，身体拘束によりこの活動を制限すると円満な人格形成が損なわれ，
自己実現が阻害される」と述べている（山本：2011）入所している利用者は，その与えられ
た空間の中で，自分の思い通りの生活の実現に向けて，生活をしていくことが求められてい
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る．しかし，身体拘束を行うことによって自己実現を行う権利は侵害され，また，人権を侵
害することにも繋がってくると考えられる．このことから，介護の現場すなわち利用者が生
活をする空間の中では，身体拘束を行うという選択はどのような理由があったとしても，決
して行ってはいけない行為である．身体拘束を行うことがどのような意味をもつのか，どの
ような影響を利用者に与えてしまうのかを職員一人一人が理解し，意識することが必要であ
ると考えられる．
5）身体拘束を行わないスキルの向上
　アンケート調査結果より，身体拘束を廃止する取り組みのとして《援助技術スキルの向上》，
《職員の教育機会の確保》という【専門職としてのスキルの向上】が必要であると考えてい
ることが明らかになった．このことから，専門職として身体拘束を行わないためのスキルを
身につける，向上させることが必要であると考えられる．そのために必要な取り組みとして
考えられるのは，施設内に研修体制を整備することや，外部で行われている身体拘束廃止に
関する研修事業へ職員を参加させる機会などを設けるなど，職員が身体拘束について考えら
える環境を整備することであると考えられる．研修会に参加する意義について江口は，「外
部の研修会や情報によって基本的な身体拘束・抑制のあり方を見直し，情報にふれる機会を
つくり，その機会に中心的な職員を派遣することなども有効」（江口：2012）と述べており，
山口は，「職員の自主的な学習に任せるのでなく，職場外の研修に派遣しなければ学ぶ機会
は確保できない」とし，「具体的な実践的な対応方法を，実技や実習を含めて研修する機会
が必要」（山口：2009）と述べている．このように，身体拘束を行わないスキルを向上させ
るためには，身体拘束廃止に関して実施している研修会は大きな役割を持っており，それに
職員を参加させ，身体拘束を行わないスキルを習得させることは重要な取り組みであると考
えられる．そこで得られた知識や技術を各個人が施設に持ち帰り，施設内で伝達・普及する
ことによって施設全体で身体拘束廃止に向けての取り組みが進むことにも繋がってくると考
えられる．
Ⅳ．まとめ
　今回の研究において，実際に介護に携わっている職員が，認知症高齢者の身体拘束に対し
てどのように感じているのか，そして，今後認知症高齢者の身体拘束に対してどのような取
り組みについてどのように感じており，その認識から，認知症高齢者の身体拘束廃止に必要
な取り組みについて提示することができた。しかし，調査のサンプル数が少ないことから，
施設における課題などを検証するには限界があり，今回の調査で得られた知見を一般化する
ことは難しい．また，本論文において提示した調査結果は少し古いものではあるが，現在も
未だに介護の現場から身体拘束が無くなっていない状況が存在していることから，本論文で
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提示させていただいた結果というものは，今後の身体拘束廃止に向けての一つの取り組みと
しての意味合いがあると考えている．今後の研究には，サンプル数を増やし調査を行うこと
や実際に調査にご協力いただいた施設が，現在では職員の意識がどのように変わっているの
かの追跡調査を行うことを視野に入れながら，更なる身体拘束廃止について研究していくこ
とにしていきたい．
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表1　調査対象者の基本属性　n=84
　 　 ｎ ％
性別
男性 32 38.1
女性 52 61.9
職種
生活相談員 2 2.4
ケアマネ 4 4.8
ケアワーカー 69 82.1
看護師 7 8.3
その他 1 1.2
無回答 1 1.2
経験年数
5 年未満 42 50
5 年以上 42 50
所有資格
（複数回答）
介護福祉士 46 54.8
社会福祉士 3 3.6
ケアマネージャー 8 9.5
訪問介護士 39 46.4
看護師 7 8.3
その他 20 23.8
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表2　職員の認知症高齢者に対する身体拘束への意識
　 必要である 必要ない 合計 有意差
5 年未満 15（51.7%） 14（48.3%） 29（100.0%）
n.s.5 年以上 10（28.6%） 25（71.4%） 35（100.0%）
合計 25（39.1%） 39（60.9%） 64（100.0%）
表3職員の身体拘束に対する意識
　 大カテゴリ 中カテゴリー コード
必要であると
いう認識（29）
必要という認識（8） 利用者の安全（3） 安全を考えてのことであればよい
利用者に危害が加わるのであれば
よい
現場で安全保持が保てない
意識の問題（3） 必要最小限の「拘束」は必要
絶対にしてはいけないとは思わな
い
全ての拘束を廃止していくことは
不可能
環境の不備（2） 職員の定員数など環境が充実して
いない
見守りにも限度
やむを得ない・仕方
がないという認識
（21）
転倒・転落の危険（2） 転倒、事故防止のためならやむを
得ない
転倒・転落のことを考えると仕方
がない
利用者の安全（3） 安全を守るためには仕方がない
利用者の安全を守る上ではやむを
得ない
安全のために必要ならば仕方ない
人員不足（4） 施設対職員数の関係上仕方がない
　　　
夜勤帯とか夜勤者が 1 人で対応し
なければならない時はやむを得な
い
人手が限られている現場では仕方
がない
ケアワーカーの人数によってはや
むを得ない
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環境の不備（1） とても悲しいことだと思うが、そ
うせざるをえない状況になってい
る
緊急時（3） 治療目的の短時間の場合には仕方
がない
緊急やむを得ない
生命の危険とリスクがあればやむ
を得ない（家族の了解を得る）
意識の問題（8） 基本はいけないが、どうしてもと
いうときは仕方がないと思う
基本的にはしてはならないが、や
むを得ない場合もある
場合によっては仕方がない
良くはないと思うが、仕方がない
現状のままなら仕方がない　　　
　
ケースバイケースもあっても仕方
がない様な気がすることもある
危険防止のため、やむを得ないこ
とはある
やむを得ないを除いては、非常に
残念
必要ではない
と い う 認 識
（34）
利用者・専門職から
の視点（26）
専門職としての視点
（15）
身体拘束はありえない　　　
プロの介護士として恥ずべき行為
なくさないとならないこと
悲しい
介護者のスキル不足
いくら安全のためでも、もっと他
の方法で行うべきだと思う
利用者にとってためになるのか、
考えて考えて末の結果なのかと思
う
絶対に行ってはいけない行為
身体拘束をしないことが一番だと
思う
申し訳ない気持ち
他の方法で対策を検討し、しない
ほうがいいと思う
身体拘束は必ずしも、利用者の安
全を守ることには繋がらない
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認知症に対する理解不足　　　
自分はされたくない
とてもショックである
利用者への悪影響
（8）
利用者のためにということとが逆
のことをしている
苦痛を与える　　
意欲や機能低下につながる
介護度が上がってしまう
体の自由を奪われるのは、自分に
とって嫌なことである
心身ともに傷つけてしまう行為
認知症高齢者にとってよくない
利用者のレベルを低下させる
職員への悪影響（3） 職員間にも自然と苦しみや精神的
にもつらくなる
介護する側の負担が増える
介護量が増える
人権からの視点（8） 利用者の尊厳の無視
（3）
目上の方に対して行うのはあり得
ない行為
同じ人間が人生の先輩である人間
に対して行うとても悲しい行為
一人の人として生活していくには
良くないこと
利用者の人権の侵害
（3）
人権侵害である
人権無視、真剣に考えていない
仕方がないと思っている事が本人
の人権を無視するような事
利用者の自由を奪う
（2）
なるべく利用者の自由を奪うよう
な拘束をなくしてほしい
その方の自由をうばっている
─ 156 ─
表4　身体拘束廃止に必要な取り組み
大カテゴリー 中カテゴリー コード
人的補充による身体拘
束を行わない環境づく
り（9）
マンパワーの増加
（4）
スタッフを増やし、目の届くケアをしていかな
ければならない
介護する人が増えればいくらでも対応できると
思う
一人ひとりの行動、動作を見守って見てられる
余裕がないため、スタッフの増員が必要
人数を増やす
職員が安心して働
ける環境づくり（5）
職員の就業環境の充実
勤務体制などを見直す
利用者全体にあたりまえのケアを確実に提供で
きるサービスの体制
何ができて何が出来ないかを明確にする
給料の増加
物的整備による身体拘
束を行わない環境づく
り（15）
職員の連携（10） 共通理解をしていく
どの状況で身体拘束を行っているのか実例の把
握
CW の連携強化
スタッフ全員で情報を共有しあうこと　
各機関との連携
介護の連携の中でカンファレンスを重ねていく
どうして身体拘束をするか、しなくてはならな
いのか等を職員で話し合う
スタッフに注意を促せる環境　
意見し、話し合える場を設ける
利用者の状態把握　　　
安全に生活できる
環境づくり（5）
リスク管理を十分に行う
事故防止に努める工夫
危険物を取り除く
拘束をしない環境をつくらなければならない
身体拘束を必要としない状態を作り出す方向を
追及すること
認知症の最新の知識の
理解（5）
認知症に関する倫
理（3）
介護に携わる人が認知症高齢者への理解を深め
る
介護者が認知症高齢者の方の気持ちを考える
認知症高齢者に関する知識を深める　
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認知症ケアのスキ
ル向上（2）
認知症ケアを学ぶこと　
認知症を正しく理解、勉強すること
専門職としての倫理の
視点（15）
利用者主体（11） 利用者の立場に立った介護をしていく
やってやるなどの自己中心的な考えを持たない
利用者の立場（精神的、肉体的）
利用者やその家族の意向を踏まえた上で、介護
する側とされる側がしっかりと話し合う
その方に合った対応、生活を作っていく　
一人一人に合ったケア
利用者への関心を深め、欲求をくみ取る
利用者一人ひとりにあった対応　　　
「一緒に○○しましょう」という誘導的言動
「〇〇しませんか、〇〇でしょう」という問いか
けの禁止
利用者を理解する　
身体拘束に関する
知識（4）
身体拘束をする事での悪影響を考えていく
身体拘束についての見識を広める
「身体拘束を行わない」を基本としたケアを考え
る
人権についてなど、様々な角度から拘束につい
て理解　
専門職としての価値の
視点（8）
人権尊重の視点（2） 個々の生活を尊重した介護　
人権や尊厳を持ち暮らす生活について考える
意識変化（6） 職員一人一人が意識して拘束をしないような介
護をするよう心掛ける
職員の意識の向上　
拘束は虐待であるとすべての人が認識すること
一人ひとりの意識の問題
意識を持ち続ける
一人一人の意識を変える
専門職としてのスキル
向上（6）
援助技術スキルの
向上（2）
心にゆとりを持って接する
コミュニケーション能力
職員の教育機会の
確保（4）
職員一人ひとりが拘束廃止ということを他施設
などの交流などを通じて意識すること
教育の機会を持っていく　
他施設との交流の中で議論したり、伝え合って
いくこと　　　　　　　　　　　　　　　　　
研修・勉強会
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Examination of the measure aiming at physical 
restricted abolition to a cognitively elderly with 
Dementia: From the care personnel’s questionnaire
YAMAGUCHI, Yusuke
　In this research, consciousness to the personnel’s cognitively impaired elderly with 
Dementia body restraint was clarified, and it aimed at considering future body restricted 
abolition. The object performed the questionnaire to 155 personnel who are three 
institutions which obtained investigation cooperation and are actually engaged in care. 
　As a result, the personnel have the consciousness physical restraint of being required, 
in order that the personnel might abolish a body restraint, it became clear to think that In 
order that the personnel may abolish a body restraint, as ［the production of environment 
which does not become the body restraint by human supplement], ［the production of 
environment which does not become the body restraint by material maintenance], and 
［understanding of newest knowledge of dementia］ ［professionals It became clear that the 
viewpoint］ of Ethics, ［the viewpoint of the value as professionals], and ［improvement in 
skill as professionals］ think that it is required.
　From this result, in order to abolish the body restraint, The improvement in skill which 
does not perform an understanding of the production of environment which does not 
perform the improvement in skill of the knowledge and dementia care about the 
consciousness reform and dementia to the personnel’s body restraint and a body restraint, 
and the ethics and value over a care, and a body restraint was considered to be a 
measure required for body restricted abolition.
Key word :Elderly with Dementia, Physical restraint, Personnel consciousness,
Improvement in skill, Environment, User viewpoint 
